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第 1章 事業概要 

1.1 本事業の背景と目的 

急激な産業構造の変化のもと、分野横断・融合的なイノベーションの創出が求められる

Society5.0 において、オープンイノベーションは企業が競争力を維持し、成長し続けるために極め

て重要な戦略である。企業のオープンイノベーションのパートナーとして、知の源泉である大学等

への期待は非常に大きい。 

産学間の連携体制による共同研究の現状をみると、日本全体では質・量ともに着実に増加しつつ

ある一方で、都市部と地方の間では格差が広がり続けている。しかしながら、長期的・持続的な日

本経済の発展のためには、“地域経済を取り残さない”イノベーション・システムの構築が必要であ

り、そのためには地域におけるオープンイノベーションの加速が急務である。 

経済産業省が令和２年度から創設した「J-Innovation HUB 地域オープンイノベーション拠点選抜

制度（※）」（以下、J イノベ）においては、企業ネットワークのハブとなる拠点の中で特色・強みが鮮

明な 17 拠点（国際展開型９拠点、地域貢献型８拠点）を選抜した。これらトップ層の拠点の更なる

後押しや拠点間の競争を促し、地域イノベーションを加速させるために、本調査事業（以下、本事

業）では、地域のモデル拠点の目指すゴールに向けた経済産業省の伴走支援の在り方について

調査を行う。また、訴求するターゲットを明確化した上で、Jイノベのブランディング強化や選抜拠点

の情報発信の効果的な手法について調査する。なお、本調査における「J イノベ拠点」とは、令和２

年度に選抜された第１回及び第２回選抜拠点に加えて、令和３年度に選抜された第３回選抜拠点

のことを指す。 
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1.2 本事業の実施内容 

本事業では以下の４つのタスクを実施した。 

【タスク１】地域におけるイノベーション拠点に対する伴走支援の在り方に関する調査 

【タスク２】J イノベのブランディング向上に関する調査 

【タスク３】地域におけるイノベーション拠点の在り方に関する調査 

【タスク４】J イノベの在り方に関する調査 

 

上記４つの実施内容について本報告書にて報告する。なお、報告書の各章とタスクの関係は以

下の通りとなる。 

第２章：【タスク１】地域におけるイノベーション拠点に対する伴走支援の在り方に関する調査 

第３章：【タスク２】J イノベのブランディング向上に関する調査 

第４章：【タスク３】地域におけるイノベーション拠点の在り方に関する調査 

第５章：【タスク４】J イノベの在り方に関する調査 
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第２章 地域におけるイノベーション拠点に対する伴走支援の在り方に関する調査 

2.1 オープンイノベーション支援に係る既存の官民のサービスに関する情報の収集・整理 

 オープンイノベーション推進に欠かせない研究シーズとそれをマネジメントし広義な活用を推進

するためのサポートを提供する既存の官民のサービスを体系的に整理するために、代表的な事業

者 79 社をプロットした「オープンイノベーション事業者カオスマップ(2021 年度版)」(別添４参照)を

作成するとともに、令和２年度事業の成果物である「【伴走支援】拠点ニーズに基づく補助冊子」お

よび「『オープンイノベーション業者』カオスマップ(2018年度版)」(eiicon company,2018)にて紹介さ

れていない事業者のうち、特に各拠点ニーズがあると考えられる事業設計、事業化、事業拡大に

おけるサービス提供を行っている 18 社について事業内容を紹介する冊子として「オープンイノベ

ーション事業者紹介冊子」を作成した（別添５参照）。 

 

2..1.1 「オープンイノベーション事業者カオスマップ(2021年度版)」の作成 

 カオスマップは、各拠点が共同研究や事業の発展段階に応じて活用するオープンイノベーション

事業者のあたりをつけやすいように、事業開発のプロセスに沿って、環境整備、ニーズ探索・マッ

チング、戦略立案、事業化、事業拡大、出口の６つのフェーズを設定するとともに、各フェーズでオ

ープンイノベーション事業者が注力しているサービスでグルーピングを行い、作成した。 

 

図表 1 「オープンイノベーション事業者カオスマップ(2021年度版)」 
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2.1.2 「オープンイノベーション事業者紹介冊子」の作成 

 「オープンイノベーション事業者紹介冊子」は、各拠点が「オープンイノベーション事業者カオス

マップ(2021 年度版)」に掲載されているオープンイノベーション事業者が提供するサービス概要を

理解することを目的に作成した。 

 掲載する事業者は、各拠点に新たな連携先の情報を提供するために、令和２年度に作成した

「【伴走支援】拠点ニーズに基づく補助冊子」(経済産業省,2021)の掲載企業およびオープンイノベ

ーション事業者のカオスマップとして広く認知されている「『オープンイノベーション業者』カオスマッ

プ(2018 年度版)」(eiicon company,2018)の掲載事業者を除外した上で、「オープンイノベーション

事業者カオスマップ(2021 年度版)」で整理したフェーズのうち、各拠点のニーズが見込まれる事業

設計、事業化、事業拡大のフェーズでの支援に注力している事業者に絞り込みを行った。 

 

図表 2 掲載事業者一覧 

 

 

 紙面にて紹介する内容は、各オープンイノベーション事業者が HP 等で公開している情報を基に、

Ⅰ.事業概要、Ⅱ.事業詳細、Ⅲ.事例紹介、Ⅳ.企業情報の４部構成とし、オープンイノベーション

事業者が提供するサービスを具体的に理解するとともに、関心を持った場合には当該事業者への

アクセスができるような建付けとした。 

 また、Ⅱ.事業詳細においては、提供するサービスが想定しているメインターゲットと、どの事業フ

ェーズに該当するかについても情報を記載することで、各拠点が必要とするサービスを検索しやす

いようにした。 
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図表 3  「オープンイノベーション事業者紹介冊子」紙面サンプル 
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第３章 J イノベのブランディング向上に関する調査 

 各拠点においてハブの新たな構成メンバーとなりうる企業等メインターゲットとして、本事業のコン

セプトや J イノベ拠点の情報を発信し、J イノベのブランディング向上に関する効果を検証するため、

「J イノベポータルサイト」の開設と「J-Innovation HUB(J イノベ)公開シンポジウム」の開催を実施し

た。 

 

3.1 「J イノベポータルサイト」の開設 

 3.1.1 「J イノベポータルサイト」の考え方 

 J イノベに関する情報公開は経済産業省WEBページ内において、事業目的・概要、主な審査の

観点、今後の展開、公募結果、各拠点の取組概要といった内容が掲載されていたが、一方で公募

情報は経済産業省 HPの異なる箇所に掲載されており情報の一覧性を向上させるためにポータル

サイトを開設した。 

 

3.1.2 ポータルサイトの構成等紹介 

 ポータルサイトは制度概要とお知らせを掲載する TOP ページの下に公募情報、拠点紹介のタブ

を設け、それぞれのタブから詳細情報を掲載するページの３層構造で構成している。 

(1)TOPページ 

TOP ページでは、事業の最新情報を随時発信するためのお知らせと地域オープンイノベーション

選抜拠点制度の概要を掲載し、事業の大まかな内容を把握できるようにした。 

 

図表 4 TOPページ 
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(2)公募情報ページ 

 公募情報は J イノベに関心を持った大学関係者が、HP を読み進めることで、J イノベについて知

り、制度について自分ごととして理解し、積極的に J イノベの公募に応募してみたいと考えられるよ

うに、J イノベに選抜されるメリットである「支援内容」を紹介した上で、メリットをより具体的に理解で

きるよう J イノベ拠点の生の意見として「大学の声」、実際に応募するにあたって必要となる審査項

目や選抜方法等といった情報として「審査・選抜について」、公募結果に関する情報として「過去の

公募情報」の４つのコンテンツから構成した。 

 

図表 5 公募情報ページ 
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(3)拠点紹介ページ 

拠点紹介ページは連携先を探索している企業等をメインターゲットと想定し、連携候補先の検索

性を向上させるために、拠点の研究内容等の条件を選択することで検索できる機能を具備した。

具体的には、各拠点が研究の出口として想定している「産業/ビジネス」と各拠点が取り扱っている

研究内容である「研究/技術」、各拠点が求めてる連携先が分かるよう「拠点の類型」の３つの軸で

検索できるようにした。 

なお、「産業/ビジネス」と「研究/技術」の検索項目は、予め複数の選択肢を網羅的に用意した

上で、各拠点に PR したい項目を選択してもらい、それらを紐づける形で設定した。 

 

図表 6 拠点紹介ページにおける検索画面 

 

 

 検索条件を入力する前は、選抜された全 17 拠点の情報が一覧で表示されているが、上記にお

いて、検索条件を選択することで、検索条件に該当した拠点のみが一覧表示される形に更新され

る仕様としている。検索結果の一覧から各拠点の詳細情報へと誘導する建付けとした。 
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図表 7 拠点紹介ページにおける検索結果サンプル（検索条件:「産業/ビジネス」/めっき） 

 

 

 各拠点の詳細情報では、公募情報ページと同様に、読み進めることで、各拠点の概要を知り、拠

点と連携するイメージを理解し、拠点へ連絡してみようと態度変容を促せるように構成した。具体的

には、拠点の概要を知るために、ページ上部に「拠点の特徴」の項目を設け、拠点の特徴が一目

で知れるようキーワードを掲載するとともに、研究概要、研究者からのコメント、研究実績、参考

URLを掲載した。 
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図表 8 個別拠点紹介ページにおける拠点の特徴サンプル(福井大学) 

 

 

 次に、拠点との連携イメージを理解するためには、拠点による「研究支援体制」の項目を設け、研

究支援内容、利用できる施設・設備、研究シーズ、人材育成、その他のPR事項を掲載することで、

拠点と連携することで、企業等が得られるメリットを訴求・理解してもらえるようにした。 
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図表 9 個別拠点紹介ページにおける研究支援体制サンプル(福井大学) 

 

 

 続いて、より連携イメージを具体的に理解できるように、これまでに拠点が産学連携で取り組んだ

実績を紹介するために、「研究事例」の項目を設け、研究タイトル、研究概要、連携先企業、研究

成果、拠点と連携したメリット等の情報を掲載した。 
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図表 10 個別拠点紹介ページにおける研究事例サンプル(福井大学) 

 

 

 最後に、企業等が上記内容を理解し、各拠点との連携に向けたアクションを促すために、拠点か

ら企業等へ向けたメッセージと拠点の連絡先に関する情報を掲載した。 

 

図表 11 個別拠点紹介ページにおける拠点からのコメント/拠点詳細サンプル(福井大学) 
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3.2 「J-Innovation HUB(J イノベ)公開シンポジウム」の開催 

3.2.1 開催概要 

(1)開催目的 

 産学連携による新事業等の開発を企図する企業及び産学連携の支援機関を主な対象として、J

イノベの概要及び採択拠点について認知度を向上させることを開催目的とした。 

 

(2)開催形態 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、東京都を中心にまん延防止等重点措置が実施さ

れており、地域を越えた移動を控えるため、登壇者ならびに参加者がリモート参加できるようオンラ

イン開催とした。オンライン開催にあたっては、Cisco「Webex Events」をツールとして使用した。 

 

(3)開催日時 

 令和４年３月 8日(火) 13:00～15:00 

 

(4)シンポジウムプログラム 

 シンポジウムでは Jイノベのブランディグを行うために、Jイノベ拠点が数ある企業ネットワークハブ

における選ばれた少数の精鋭であり、産学連携の推進において高い成果をあげていることに加え、

経済産業省の集中的な支援を受けながら、更なる展開に向けて経済産業省と一体となって取り組

んでいることを PR した。 

 プログラム構成は、開会挨拶の後に、施策説明、基調講演、パネルディスカッションの３部構成と

した。基調講演では、新たな価値を生み出すために企業等が大学等と協働することの意義や協働

する上での留意点等について、「仲間づくり」をキーワードに株式会社ドリームインキュベータ 執行

役員 鈴木一矢氏から講演をいただいた。次に施策説明では、企業等に対しては、上記のブラン

ディングの観点から J イノベのコンセプトや拠点紹介を行い、大学等に対しては、今後の公募に関

心をもってもらうために、経済産業省による支援内容等の情報発信を行った。最後に、パネルディ

スカッションでは、各拠点の概要紹介と取組紹介を目的に、全 17拠点を４つのグループに分けて、

事務局から拠点の概要紹介の後に、各拠点の代表者から、「仲間づくり」に向けた取り組み内容と

「仲間づくり」を促進する上で学内で取り組んでいることを発表した。グループ分けにおいては、国

際展開型と地域貢献型を２グループずつ組成する形で行った。 

 

図表 12 シンポジウムプログラム 

項目 内容 登壇者 

開会挨拶 シンポジウムの開催趣旨に関する説明 

経済産業省 

産業技術環境局大学連

携推進室 

室長 大石 知宏 
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施策説明 

J イノベの制度概要に関する説明 

・ J-Innovation HUBのコンセプト 

・ 選抜の対象 

・ 拠点の類型 

・ J イノベ拠点の紹介 

・ 選抜された拠点のメリット(伴走支援メニ

ュー)の紹介 

事務局(PwC コンサルテ

ィング合同会社) 

基調講演 

「ビジネスプロデュースの観点から見た産学連

携のあり方」 

・ 企業等の事業成長における産学連携の

重要性およびメリット 

・ 産学連携を事業成長に活かすための

「仲間づくり」の留意点 

株式会社ドリームインキ

ュベータ 

執行役員 鈴木 一矢氏 

パネルディスカッション 

各拠点の概要紹介および取組紹介 

・ 各拠点の概要紹介 

・ 産学連携の推進（「仲間づくり」）に向け

て学外に向けて取り組んでいること 

・ 産学連携の推進（「仲間づくり」）に向け

て学内で取り組んでいること 

＜国際展開型①＞ 

東北大学、金沢工業大

学、京都大学、大阪大

学(核物理)、広島大学 

＜国際展開②＞ 

山形大学、大阪大学

(3D)、名古屋大学、神戸

大学 

＜地域貢献型①＞ 

福井大学、京都先端科

学大学、徳島大学、岩

手大学 

＜地域貢献型②＞ 

会津大学、茨城大学、

高知大学、北陸先端科

学技術大学院大学 

閉会挨拶 シンポジウムの総括 
経済産業省産業技術環

境局大学連携推進室 

 

3.2.3 シンポジウムの周知広報 

 シンポジウムの周知広報は、「Jイノベポータルサイト」にシンポジウム開催案内を掲載し、HPの案

内を経済産業局経由で実施することに加え、各種団体へ周知依頼を行い、メールマガジン等の媒

体を活用して実施した。 
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図表 13 シンポジウム開催案内ページ 

 



17 

図表 14 周知協力団体一覧 

一般社団法人公立大学法人 

一般社団法人私立大学連盟 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

NPO法人産学連携学会 

 

3.2.4 シンポジウムの開催結果 

 シンポジウムには 106 名の参加申し込みがあり、72 名が参加した。参加申込者の内訳は大学関

係者が 61 名、産業界関係者が 45 名であった。参加申込者の参加目的は大学関係者、産業界関

係者ともに、採択拠点の取組内容および J イノベの取組内容に関する情報収集が多く挙げられて

おり、シンポジウムの開催趣旨およびプログラム内容と合致していた。 

 

図表 15 シンポジウムの参加目的 

【大学関係者(N=61)】 

 

【産業界関係者(N=45)】 

 

  



18 

次に、参加者申込者の事前の J イノベに関する認知度については、大学関係者および産業界

関係者において Jイノベの概要に関する認知度は高く、大学関係者においては採択拠点名まで認

知されている一方で、大学関係者および産業界関係者ともに J イノベに関して知っていることはな

いと回答した割合が 3 割を占めており、産学連携関係者に対する J イノベの周知に課題があること

が分かった一方で、本シンポジウムの開催が周知・広報において一定の効果があったことが分かる。 

 

図表 16 J イノベに関する事前認知度 

【大学関係者(N=61、複数回答)】 

 

【産業界関係者(N=45、複数回答)】 

 

 

 最後に、シンポジウム開催後の参加者アンケートについては大学関係者 14 名から回収すること

ができた。参加目的の達成度合いについては、約８割がポジティブな回答であった。また、シンポ

ジウムに参加することで、J イノベに関する理解が深まったかとの問いについても約８割がポジティ

ブな回答であった。特に理解が深まった項目としては、各採択拠点の産学連携活動が最も多く、

理解を深める上で役に立ったプログラムとしては、各採択拠点の産学連携活動の紹介と基調講演
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におけるオープンイノベーションのための仲間づくりの重要性が多く挙げられた。 

 参加者アンケートについては、大学関係者の意見しか抽出することができていない点に留意が

必要であるが、J イノベの取組内容を周知し、ブランディングを図る上では一定の効果があると考え

られる。 

 

図表 17 シンポジウム参加目的の達成度合い 

 

 

図 18 シンポジウム参加による J イノベへの理解の変化 
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図表 19 シンポジウムに参加することで理解が深まった事項 

 
 

図表 20 J イノベに関する理解を深める上で役に立ったシンポジウムの内容 
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第４章 地域におけるイノベーション拠点の在り方に関する調査 

J イノベの伴走支援メニューを検討するために、デスクリサーチにより各拠点が抱える課題と J イ

ノベに対するニーズの把握を行った。その上で、伴走支援メニューの一環として課題とニーズを深

堀するための拠点ヒアリングを実施するとともに、拠点間でのネットワーキングおよび課題やノウハ

ウの共有を目的とした拠点間交流会を開催した。 

4.1 デスクリサーチ 

4.1.1 調査対象 

 令和２年度の第１回選抜および第２回選抜において、評価・選抜が行われた 14 拠点を調査対象

として実施した。 

 

4.1.2 調査方法 

 各拠点のHP等で公開されている情報を基に拠点概要を取りまとめるとともに、令和２年度事業で

実施された拠点ヒアリングにおいて、各拠点から寄せられた意見について議事録を基に、研究のフ

ェーズ（シーズの選定、案件組成、事業化、マネタイズ）と情報の区分（技術・製品、市場・顧客、資

金、情報・体制、人材、制度、その他）に分類し、拠点ごとの個票を作成した上で、拠点全体のニー

ズの抽出を行った。 

 

図表 21 個票サンプル 

 

 

4.1.3 デスクリサーチの取りまとめ 

 各拠点から寄せられた意見を整理した結果、拠点での活動を継続していくための人件費や運営

費等の資金面での課題、拠点間での交流の場を通じて好事例収集を行う機会の創出や Jイノベに

採択されたことを PRする場の創出といった支援に対する要望、国内外の企業とのマッチングプラッ

トフォームの構築や海外展開に向けた支援の紹介といった案件組成・事業化フェーズにおける支

援を求める声が多く寄せられた。 まず、人件費や運営費等の資金面での課題については、各拠

点の予算がプロジェクトベースの予算となっており、プロジェクトに従事する研究者の雇用安定化

はもとより、プロジェクトを横断的にコーディネートする人材の確保や、共同研究を行うための設備

を整備・維持管理するための資金の確保といった具体的な課題が挙げられており、使途に柔軟性

のある資金援助を期待する声が寄せられていた。 

 次に、拠点間の交流の場を通じた好事例収集の機会創出においては、拠点運営に係る実務的
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な情報交換が希望されており、拠点の PRの場の創出においては、地域外への全国的な情報発信

の支援やコロナ禍で企業との接点を持ちづらくなったことから広報支援を求める意見や拠点の紹

介ではなく研究内容の紹介を通じて、企業との接点のきっかけづくりや若手研究者の情報発信の

場づくりとして活用したいという意見があった。 

 最後に、国内外の企業との企業とのマッチングプラットフォームの構築においては、企業のトップ

層との連携支援や、民間のプラットフォームに関する情報提供およびサービス利用に関する資金

的な支援を求める意見があった。また、海外展開に向けた支援においては、海外に向けた情報発

信の支援に加えて、海外展開における輸出入管理や海外企業との契約手続きに関する支援を求

める意見があった。 
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図表 22 デスクリサーチの取りまとめ 

 
 

4.2 拠点ヒアリング 

4.2.1 調査対象 

 令和２年度の第１回選抜および第２回選抜において、評価・選抜が行われた 14 拠点および令和
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３年度に評価・選抜された３拠点の合計 17拠点を調査対象とした。 

 

4.2.2 調査方法 

 第１回選抜および第２回選抜の 14 拠点に対しては、オンラインで意見交換を実施するとともに、

サイトビジットによって意見交換および施設見学を実施した。第３回選抜の３拠点に対しては、サイ

トビジットによって意見交換および施設見学を実施した。 

 

4.2.3 拠点ヒアリングの取りまとめ 

 各拠点との意見交換では、J イノベに対する期待することと拠点間交流会で希望することの２点を

中心に確認した。まず、J イノベに対する期待では主に、令和２年度の拠点ヒアリングと同様に情報

の外部発信、拠点運営に係る資金面での支援の２点について多く意見をいただいた。情報の外部

発信については、J イノベに採択されたことを PR することで共同研究の呼び水としていきたい、J イ

ノベに採択されたことを経済産業省が政策資料等に掲載することで拠点の信用力強化に繋げたい、

J イノベの HP において拠点紹介に加えて研究内容についても掲載してもらうことで拠点の情報拡

散を図りたいといった意見があった。また拠点運営に係る資金面での援助については、令和２年度

の拠点ヒアリングでも課題として意見があがっていた URA やコーディネーター、拠点の事務スタッ

フの人件費、設備の維持管理費用に加え、サポイン申請の前段階で必要となる物品購入費用に

対する資金面での支援についても要望があった。 

 拠点交流会で希望することとしては、拠点間で日常的にコミュニケーションがとれるようにするた

めのきっかけづくりや、拠点運営における運営方針や拠点人件費や研究費の取り扱いといったノウ

ハウの共有、マッチングにおける工夫の共有等、要望は多岐にわたった。また拠点交流会を開催

する上で、各拠点の分野やテーマが異なることに加え、国際展開型と地域貢献型で目指す方向性

に違いがあるため、拠点間で有意義な意見交換を行うには論点の設定やグルーピングを工夫して

欲しいといった運営上の懸念事項についても意見があった。 

 

4.3 拠点間交流会 

4.3.1 開催概要 

(1)開催目的 

 各拠点同士の繋がりの場を提供することで、意見交換会の終了後も継続的にコミュニケーション

を取ることができる関係を構築することを目的として開催した。 

 

(2)開催形態 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、東京都を中心にまん延防止等重点措置が実施さ

れており、地域を越えた移動を控えるため、登壇者ならびに参加者がリモート参加できるようオンラ

イン開催とした。オンライン開催にあたっては、oViceをツールとして使用した。 
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(3)開催日時 

 令和３年 10月 27日(水) 16:00～18:00 

 

(4)拠点交流会プログラム 

 拠点交流会は拠点間で課題や取組内容について共有するためのグループディスカッションを中

心とした第 1 部と拠点間の交流のきっかけをつくるオンライン懇親会による第２部の２部構成とした。 

 第１部のグループディスカッションでは、拠点を４つのグループに分け、拠点紹介資料を事務局

で作成した上で、拠点紹介ならびに拠点の将来ビジョンに関する発表を行い、産学連携に携わる

人材確保施策に関するディスカッション、円滑な拠点運営を実現するための資金獲得策のディス

カッションを行った。 

  

図表 23 拠点交流会のプログラム 

 
 

4.3.2 拠点交流会に対する J イノベ拠点の意見 

 拠点交流会には 17 拠点の代表者をはじめとした関係者にご参加いただいた。参加者数につい

ては、１アカウントで複数名参加した拠点もあったため不明である。終了後に実施したアンケートに

は１拠点で複数回答した拠点もあるため、19の回答を得ることができた。 

 参加目的は、他拠点の取組みに関する情報収集が最も多く、他拠点の担当者との接点を持ちた

かったからが次いで多かった。 
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図表 24 拠点交流会の参加目的 

 

  

拠点交流会の満足度については、回答者の約９割がポジティブな回答であった。改善点として

は、使用したオンライン会議ツール（oVice）を初めて使う方が多く、事前に操作マニュアルの配布

や操作確認を実施したものの操作が難しかったといった意見が複数寄せられた。 

 

図表 25 拠点交流会の満足度 

 

 

 拠点交流会を通じて、今後もやり取りをしたい拠点が見つかったという問いに対しては、約８割が

ポジティブな回答であった。ポジティブな回答の理由としては、共通の課題があり、情報交換したい

から、将来の連携の可能性を感じたから、グループディスカッションや懇親会で接点を持つことで

仲良くなれたからといった回答が寄せられた。一方で、改善点としては対面であればより深い交流

ができたと思う、懇親会では事前アポをとって交流したい拠点と確実に意見交換できるようにして欲

しいといった回答が寄せられた。 
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図表 26 拠点交流会を通じて今後もやり取りしたい拠点が見つかったか 
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第５章 J イノベの在り方に関する調査 

5.1 J イノベの意義と課題 

 ヘンリー・チェスブロウは IT 化やグローバル化を背景に、「自前主義」によるクローズドイノベーシ

ョンの限界から、技術レベルの高度化、製品・サービスの多様化、研究開発のスピードアップ等に

よってイノベーション創出を効率化する手段としてオープンイノベーションを提唱した。我が国にお

いても Society5.0 の実現、SDGs 達成のため、オープンイノベーションが必要不可欠な手段と位置

付けられ、令和元年には、企業から大学、国立研究開発法人等への投資を 2014 年比で 2025 年

までに３倍増とすることが閣議決定され、産学連携の重要性はますます高まっている。 

 令和２年度においては新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受けて伸びが鈍化しているが、

研究費受入額は年々増加しており、現在の取組を継続・発展し目標を達成することが期待される。 

 

図表 27 民間企業との共同研究実施件数および研究費受入額推移 

 

（出所：文部科学省「令和２年度 大学等における産学連携等実施状況について」） 

 

 産学連携によるオープンイノベーションを推進していくためには、民間企業の巻き込みを強化し

ていく必要があるが、民間企業においては大学との連携を考えたことがないとする割合が平成 29

年において約 40%と高い水準にあり、その割合は大都市圏以外の地方において高くなる傾向があ

り、地方において産学連携の推進を図っていくことが課題であると考えられる。 
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図表 28 研究開発上の大学との連携を考えたことの有無 

【全国 N=339】 

 

【地域別 N=339】 

 

（出所：株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所「平成 29年度産業技術調査事業（地方産学官

連携に関する実態調査）」） 

 

 また、民間企業が連携を考えない理由のうち、「連携したい内容が思い浮かばない」、「連携によ

る事業化までの見通し・ビジョンが立たない」といった意見が多く、連携内容や連携により得られる

成果が民間企業側に伝わっていないことが考えられる。また、「連携のツテ・仲介役がいない」、「大

学の技術シーズが理解できない」、「大学の窓口がわからない」、「連携先として適切・信頼できるか

わからない」といったものが上位に挙げられており、大学からのアプローチが不足していることも伺

える。 
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図表 29 企業側から見た連携を考えない理由(N=136) 

 

（出所：株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所「平成 29年度産業技術調査事業（地方産学官

連携に関する実態調査）」） 

 

 上記のことから、東京を除く地域において、地域の企業ネットワークのハブとして活躍する拠点を

評価・選抜し、支援を集中させることでトップ層の引き上げを図る J イノベの取組は、産学連携によ

るオープンイノベーションの裾野を広げるという点において貢献していると考えられる。一方で、産

学連携を推進していく上で課題として挙げられている大学からのアプローチ強化や発信する情報

の拡充といった点では、J イノベによる令和２年度の伴走支援メニューが拠点との意見交換、拠点

間交流、経済産業省 HP での拠点概要紹介、サポイン等での優遇措置等となっており、課題解決

に向けた取組が手薄であることが課題であった。こうした課題感は、令和３年度に実施した拠点と

の意見交換で、拠点から Jイノベとしての一体的な周知・広報に関する要望が寄せられたことから、

拠点においても活動を推進していく中で感じていることが伺えた。 

 

5.2 令和３年度における伴走支援とその評価および改善点 

 本事業では、拠点の機能強化と周知・広報の強化の２軸で伴走支援を実施することで、拠点の

活動支援を行った。 

 

5.2.1 拠点の機能強化 

(1)拠点との意見交換会 

 拠点との意見交換会は、前述の通り第１回および第２回選抜拠点には、オンライン面談とサイトビ

ジットによる面談を実施し、第３回選抜拠点についてはサイトビジットによる面談のみを実施した。

面談の中では、拠点における取組、選抜されたことで拠点が感じるメリット、J イノベに期待すること

の３点を主に意見交換した。意見交換を通じて、拠点が直面している課題や J イノベに関する期待
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を把握することができ、拠点交流会や周知・広報の強化の企画を検討する上でのインプットを得る

ことができた。また、拠点との直接的な対話を重ねることで、経済産業省および事務局とのリレーシ

ョンシップを強化することに繋がっており、次年度以降も継続して実施することが有効であり、実施

する際には、サイトビジットも含め、年度内に複数回実施することで、より拠点の実態を知る上で効

果的に実施することができると考える。 

 一方で改善点としては、事前に意見交換会の趣旨・目的は伝えていたが、事務局側の事前情報

が少ない中で実施したため、各拠点の取組内容や抱える課題に応じたヒアリングの実施と解決策

の提示が不十分で消化不良に終わる拠点もあった。そのため、事前にアジェンダに応じた質問票

を送付し、その回答内容を踏まえた意見交換を企画する等踏み込んだ議論を行うための工夫が必

要であると考える。 

 

(2)拠点交流会 

 拠点交流会は拠点間での自発的な交流のきっかけ作りとして、拠点の取組紹介および将来ビジ

ョンに関するディスカッションと意見交換会で拠点から要望が多く挙げられた共同研究組成に向け

た人材育成に関するディスカッションを行うと共に、参加者が自由に情報交換できる懇親会の２部

構成でオンラインにて実施した。参加者の約９割が満足と回答しており、前年度の拠点交流会に対

しても意見交換会においてポジティブな意見が多かったことから、今後も継続して実施していくべき

支援と考える。 

 一方で、参加者アンケートにおいて、国際展開型と地域貢献型では取組の規模や狙いが異なる

ため、他拠点での取組は参考になるが、自拠点への適用が難しいことや、オンラインでは踏み込ん

だ議論がしづらいためオンサイトでの開催を望む意見があり、第３回選抜によって 17拠点と拠点数

も多くなったことから、一体的な開催からより拠点の個別ニーズに対応できる開催形態を検討する

必要がある。 

 

(3)オープンイノベーション事業者の紹介 

 総合大学では外部化法人等を活用して、アウトリーチ活動の強化や研究の事業化支援等を行っ

ているが、J イノベに選抜されている拠点には小規模大学も含まれ、学内リソースも限られているこ

とから、学外リソースの活用を検討するための補助冊子として令和２年度に引き続きオープンイノベ

ーション事業者のサービス内容を紹介する冊子およびオープンイノベーション事業者を一覧化し

たカオスマップを作成した。具体的なサービス内容と活用事例についてを公開情報を基に作成す

ることで、拠点における活用イメージを持てるように工夫した。次年度においては、意見交換会等を

通じて活用状況等を確認する必要がある。その上で、令和２年度から補助冊子を作成していること

から、追加作成および改訂の要否を検討する共に、紙面上での紹介にとどまらず、オープンイノベ

ーション事業者から拠点に対してサービス内容等のプレゼンテーションや個別相談会といった具

体的なアクションに繋がる企画の検討も必要になると考える。 
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(4)サポインにおける優遇措置 

 意見交換会において、サポインにおける優遇措置は企業に共同研究の提案の際に呼び水として

有効に機能しているという意見が多く寄せられたため、継続していくべき支援であると考える。一方

で、サポインへの申請は中小企業とのマッチングが前提となり、マッチングに至るまでに必要となる

物品購入に係る費用捻出が課題となっている拠点もあった。この点については、令和３年度補正

予算「地域の中核大学の産学融合拠点の整備事業」にてプラットフォーム型が公募されており、こ

ちらの活用が有効に機能すると考えられるため、引き続き、Go-Tech 事業（旧サポイン事業）の優

遇等の国の予算事業等により支援していくことが必要である。 

 

5.2.2 周知・広報の強化 

 J イノベに選抜された拠点の周知・広報を強化するためには、前述の民間企業が大学等との連

携を考えない理由として挙げている課題を解決する形で情報発信をしていくことが求められる。そ

のためには、発信する情報における各拠点の取組内容の拡充だけでなく、J イノベの評価・選抜の

仕組みと共に各拠点の情報を効果的に発信していくことが重要となる。 

 これまでの周知・広報は、経済産業省 HP に制度概要とともに拠点概要を掲載し、掲載時にター

ゲティングメールを発出することが中心となっていた。しかしながら、掲載されている情報量が限定

的であることに加え、企業担当者がターゲティングメールで関心を持ち経済産業省の HP にアクセ

スしても、公募回単位に国際展開型と地域貢献型のインデックスがついて拠点一覧が掲載されて

おり、関心事に近い拠点を検索することが困難であった。また、各拠点においては、経済産業省か

ら J イノベのロゴが提供されており、各拠点の HP において使用することができることになっており、

選抜されたことを PR することはできたが、経済産業省の HP との相互リンクを行っている拠点は少

なく、全ての拠点が J イノベの制度概要と共に情報発信できている状態ではなかった。また相互リ

ンクがないことで、個別拠点と接点を持った企業が、他の拠点にアクセスする仕組みが弱く、一体

的な周知・広報ができていないことが課題であった。 

 こうした課題意識を基にして、本年度は、外部に向けて J イノベの取組を一体的に発信するため

にシンポジウムを開催すると共に、各拠点と経済産業省 HP の相互リンクを確立し、各拠点に関心

を持った企業に J イノベに関心を持っていただくために経済産業省 HP へのリンクを各拠点 HP に

掲載していただくためのバナーを作成することで、産業界から経済産業省 HP にアクセスを増やす

ためのパスを強化した。また、左記パスを通じて J イノベに関心を持った方がより、J イノベに対する

理解促進と連携促進を行うために制度概要と拠点情報を一元的に経済産業省 HPでするために、

既存 HPページの改訂ではなくポータルサイトを開設した。 
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図 30 J イノベの周知・広報に係る As Is と To Beのイメージ 

【これまでの周知・広報】 

 

【目指すべき周知・広報】 

 

 

(1)ポータルサイトの開設 

 制度概要、公募情報、J イノベ拠点紹介、シンポジウムの広報・募集までを一元的に情報発信で

きるプラットフォームとしてポータルサイトを開設した。J イノベ拠点紹介においては、拠点から要望

の多かった研究内容の紹介や施設紹介といったコンテンツも掲載し、拠点ニーズを踏まえる形で

情報の拡充を図った。 

 今年度は J イノベと接点がない企業へのアプローチとしてシンポジウムの開催のみに留まってお

り、J イノベ拠点と接点のある企業からの流入経路である相互リンクも拠点に掲載依頼をしたに留ま

っているため、次年度以降の各施策の実施状況に応じて、ポータルサイトへのアクセス数、ポータ

ルサイト内での回遊率、ページごとのポータルサイトからの離脱数等の定量情報を用いた分析によ

って、ポータルサイトの効果検証を行うと共に、検証結果に応じた運営方針の検討が必要となる。 
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 上記に加え、次年度における改善点としては、現在 J イノベを通じた拠点情報の発信は、J イノベ

拠点紹介のみであり、情報の更新性は低い状況である。鮮度の高い情報を発信し続けることで、J

イノベとしての活動実績を外部に向けて発信ができることに加え、J イノベに関心を企業担当者の

関心を維持・向上させることができる。そのため、TOP ページの「お知らせ」において、各拠点のイ

ベント情報やプレスリリース等を掲載することや、希望者に定期的に情報発信を行うためのメール

マガジンの発行などを行い、情報の更新性の低さを補う施策が必要になると考える。 

 

(2)バナーの作成・配布 

 ポータルサイトと各拠点 HP の相互リンクを確立することを目的に、拠点に対して掲載用のバナー

の作成と配布を行った。配布時期が本事業終了の１週間前であったことから、本事業終了時点で

バナー掲載を行っている拠点はない。しかしながら、各拠点と接点のある企業に対しても拠点が J

イノベに選抜されていることは、拠点の信用力を高めることに繋がり、有効な施策であると考えられ

る。そのため、次年度以降、掲載が完了していない拠点に対して個別に趣旨説明等を丁寧に行い、

協力を依頼していくことが必要である。 

 

(3)シンポジウムの開催 

 J イノベと接点のない企業に向けて J イノベの認知度向上を図る目的で、シンポジウムを開催した。

シンポジウムには産業界から 45 名を含む 106 名の申し込みがあり、72 名が参加した。参加者アン

ケートは大学関係者からしか回収できていないが、約８割が内容に満足とポジティブであった。また、

申し込み時点における事前アンケートでは、申込者の約３割は J イノベについて事前に知らない状

態でシンポジウムに申し込みを行っており、J イノベと企業の接点を作るという点で一定の効果があ

ったと考える。 

 一方で、２時間と限られた時間の中で 17 拠点の紹介を行ったことから、取組み内容を掘り下げる

ことや拠点の PR を十分に実施できたとは言えない。また、産業界をメインターゲットとして企画を行

ったが、産業界からの参加者は半数以下に留まったことも改善点として挙げられる。本事業におい

ては、シンポジウムを開催することが目的ではなく、産業界における J イノベの認知度を上げると共

に、拠点との連携に繋げるために外部に向けて情報発信し、ポータルサイトに誘引することが活動

の目的となるため、次年度以降においてはシンポジウム開催という手段に閉じず、オープンイノベ

ーション事業者等が主催するイベントへの出展、Web サービスへの広告出稿等の新たな手段も検

討した上で支援内容を検討しなおすことが必要である。 

 

5.3 今後に向けて 

本事業では J イノベ拠点のニーズについてヒアリング等を通じて把握し、ニーズに応じた伴走支

援を行うことを目的に上記の支援施策を実施した。拠点のニーズとしては、各拠点の取組を経済産

業省が一体的に周知・広報することで、J イノベ拠点としてブランディングを行うことや、拠点運営に

係る資金面での支援が多く寄せられた。またヒアリングでは、拠点間での交流を通じた他拠点の取
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組の共有が前年度の伴走支援の中で、拠点が必要性を感じているものとして挙げられていた。J イ

ノベ拠点では優れた研究に取り組んでいたり、成果をあげたりしているところではあるが、拠点の運

営、特に共同研究の組成に向けたシーズの発信や組み先の探索活動について課題に感じている

拠点が多く、今年度の伴走支援においては、J イノベ拠点のアウトリーチ活動の強化に資する活動

に重点を置いて実施した。これらの施策においては、アウトリーチを強化するための仕組みづくりと

試行的な取組を実施しため、次年度以降においては仕組みを機能させるためのコンテンツとして、

前項で記載した改善点を踏まえて実施していくことが求められる。また J イノベ拠点が 17 拠点と増

加していること、令和４年度以降国際展開型、地域貢献型に加えイノベーションプラットフォーム型

も追加されること、第１回選抜から３年度目を迎え、J イノベ拠点間で取組の方向性や進捗状況が

多様化していくこと等から、現在の伴走支援のスタイルからより個別拠点に寄り添った形でオーダ

ーメードの伴走支援を実現することも求められる。現在、拠点と事務局とのコミュニケーションは、事

務局発信で行われることが多く、拠点から事務局に対して気軽に随時相談できるホットラインを開

設することが取組みのファーストステップになると考える。 

 次に、拠点活動の資金面での支援においては、J イノベによる直接的な支援は行っていなかった

が、中小企業庁の戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン）への応募時に加点評価が実施さ

れることで競争的資金の獲得への優遇措置が取られていた。この制度に関しては、各拠点から産

業界に対して共同研究の組成を働きかける上で有効に機能したとする拠点が多く、一定の効果が

あったと考えられる。また令和３年度補正予算においては、J イノベにイノベーションプラットフォー

ム型によって、拠点整備に係る資金面での直接的な支援制度も新設され、支援の拡充が図られた

ことで拠点の活動における研究に係る直接費およびハード面での体制整備の支援ができるように

なった。一方で、拠点のニーズで多く挙げられた拠点運営に係る URAや戦略的な企画業務を行う

事務職員を長期的に雇用するための人件費といった間接費に関する支援制度は現在の支援メニ

ューに含まれていないため、経済産業省として政策的な必要性を検討するとともに、経済産業省

以外の中小企業庁、特許庁、内閣府、文部科学省等の他府省庁において実施されている産学連

携に係る施策についても積極的に情報提供し代替手段の提案を行うことで拠点ニーズに対応して

いくことが必要と考える。 

 本事業は地域の企業ネットワークとして活動する拠点の中から少数の精鋭を選抜することで、政

府による支援を集中させるというコンセプトで伴走支援を実施しているが、上記のような課題は残る

ものの支援内容に対する拠点からの満足度は高い状況にあり、ニーズに合致した施策であると考

えられる。今後は、選抜された拠点におけるアウトカムに焦点をあて、定量的に成果を発信すること

で、拠点における活動実績がブランド価値を向上させることが期待される。 
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